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1,808,861,000 16,335,000 1,825,196,000

　　第１項 営 業 収 益 1,074,100,000 4,535,000 1,078,635,000

　　第２項 営 業 外 収 益 734,711,000 0 734,711,000

　　第３項 特 別 利 益 50,000 11,800,000 11,850,000

1,754,454,000 11,800,000 0 0 0 1,766,254,000

　　第１項 営 業 費 用 1,614,989,000 0 0 0 0 1,614,989,000

　　第２項 営 業 外 費 用 136,964,000 0 0 0 0 136,964,000

　　第３項 特 別 損 失 501,000 11,800,000 0 0 0 12,301,000

　　第４項 予 備 費 2,000,000 0 0 0 0 2,000,000

流用増減額 小　　計当初予算額 補正予算額

　第１款　　水道事業費用

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

予
備
費
支
出
額

地方公営企
業法第24条
第３項の規定
による支出額

0

0

0

0

　第１款　　水道事業収益

　　　支　　　　出

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

平 成 ３０ 年 度 三 次 市 

⑴　収益的収入及び支出

　　　収　　　　入

地 方 公 営 企 業 法 第 24 条
第３項の規定による支出額
に 係 る 財 源 充 当 額

当初予算額 補正予算額 合　　計
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0

0 33,719,230△ 51,894,7230

26,158,8790

0

0

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

△ 619,761

決　　算　　額

78,942,376

8,923,864

備　　　　　　　　考

仮払消費税及び地方消費税

1,781,742

（単位：円）

136,964,000

0

 水 道 事 業 決 算 報 告 書

（単位：円）

1,824,576,239

備　　　　　　　　考

仮受消費税及び地方消費税

80,724,118

△ 89,370,151

4,738,605

127,647,451

不用額

0

1,818,148,7231,766,254,000

1,614,989,000

△ 2,926,136

1,588,830,121

合　　　計

591,842

9,316,549

決　算　額

0

0

33,127,388

739,449,605

2,000,0002,000,000 0

1,076,202,770

地 方 公 営 企
業 法 第 26 条
第2項の規定
による繰越額

地 方 公 営 企
業 法 第 26 条
第2項の規定
による繰越額

△ 2,432,230

101,671,15112,301,000
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　　第１項 企 業 債

　　第２項 工 事 負 担 金

　　第３項 補 助 金

　　第４項 出 資 金

1,808,762,000 75,000,000

　　第１項 建 設 改 良 費 1,117,228,000 75,000,000

　　第２項 企業債償還金 690,934,000 0

　　第３項 予 備 費 600,000 0

 で補てんした。

 資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 700,386,053 円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

0

0

1,156,728,00039,500,000

42,018,000 1,850,780,000

0

　第１款　　資本的支出

　　　支　　　　出

△ 20,000,000

3,710,000

61,091,000 59,750,000 120,841,000 0

75,000,000

1,104,097,000

3,710,000 0

987,300,000

1,143,517,000

967,300,000

39,420,000

⑵　資本的収入及び支出

　　　収　　　　入

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

当初予算額 補正予算額 小　　　　　計

地 方 公 営 企 業 法
第 26 条 の 規 定 に
よ る 繰 越 額 に 係 る
財 源 充 当 額

　第１款　　資本的収入

51,996,000 △ 330,000 51,666,000 0

75,000,000

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

当初予算額 補正予算額 流用増減額 小　　　計

地 方 公 営 企
業 法 第 26 条
の規定による
繰 越 額

0 0 600,000

2,518,000 0 693,452,000
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　調整額 58,363,576 円，過年度分損益勘定留保資金 450,124,156 円，当年度分損益勘定留保資金 191,898,321 円

295,616,947 64,345,687

0 △ 3,710,000

0

0

868,577,0000

△ 23,000,000

（単位：円）

△ 49,030,000

決　算　額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

継続費逓
次繰越額
に 係 る 財
源充当額

合　　　計
備　　　　考

仮受消費税及び地方消費税

△ 349,940,000

768,100,0001,042,300,0000

120,841,000

継 続 費
逓 次
繰 越 額

合　　　計

地方公営企
業法第26条
の規定によ
る 繰 越 額

継 続 費
逓 次
繰 越 額

1,218,517,000

71,811,000

0 3,710,000

△ 274,200,000

合　　計

0 28,666,000

（単位：円）

決　算　額 備　　　　考

仮払消費税及
び地方消費税

不　用　額

翌　年　度　繰　越　額

51,666,000

0 1,925,780,000 1,568,963,053 61,200,000 0 61,200,000

0 1,231,728,000 875,511,880 61,200,000 0 61,200,000

0 693,452,000 693,451,173 0 0 0

295,016,120 64,345,687

827

0 600,000 0 0 0 0 600,000
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－5－



（１） 給 水 収 益 971,723,699

（２） 他 会 計 負 担 金 6,399,507

（３） そ の 他 営 業 収 益 19,137,188 997,260,394

（１） 原 水 及 び 浄 水 費 204,816,333

（２） 配 水 及 び 給 水 費 210,964,042

（３） 総 係 費 132,220,364

（４） 減 価 償 却 費 987,408,296

（５） 資 産 減 耗 費 20,293,698

（６） そ の 他 営 業 費 用 0 1,555,702,733

営業利益（△は営業損失） △ 558,442,339

（１） 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,174,246

（２） 他 会 計 補 助 金 287,994,188

（３） 長 期 前 受 金 戻 入 414,558,347

（４） 雑 収 益 22,491,474 726,218,255

（１） 支払利息及び企業債取扱諸費 127,194,899

（２） 雑 支 出 452,552 127,647,451 598,570,804

経常利益（△は経常損失） 40,128,465

（１） 過 年 度 損 益 修 正 益 0

（２） そ の 他 特 別 利 益 8,923,864 8,923,864

（１） 過 年 度 損 益 修 正 損 77,854,379

（２） そ の 他 特 別 損 失 15,931,930

（３） 災 害 に よ る 損 失 7,293,000 101,079,309 △ 92,155,445

当年度純利益（△は純損失） △ 52,026,980

前年度繰越利益剰余金 162,322,423

当年度未処分利益剰余金 110,295,443

平成３０年度三次市水道事業損益計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

（単位：円）

６ 特　　別　　損　　失

２ 営　　業　　費　　用

３ 営　業　外　収　益

４ 営　業　外　費　用

５ 特　　別　　利　　益

1 営　　業　　収　　益
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5,399,829,069 8,244,248 18,884,753 4,116,000 31,245,001

前年度処分額 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

減債積立金の積立 0 0 0 0 0

利益積立金の積立 0 0 0 0 0

建設改良積立金の積立 0 0 0 0 0

5,399,829,069 8,244,248 18,884,753 4,116,000 31,245,001

28,666,000 0 0 1,029,000 1,029,000

28,666,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

受贈財産の受入 0 0 0 0 0

負担金の受入 0 0 0 0 0

補助金の受入 0 0 0 1,029,000 1,029,000

除却損への補てん 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

5,428,495,069 8,244,248 18,884,753 5,145,000 32,274,001

（単位：円）

5,428,495,069 32,274,001 110,295,443

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

（繰越利益剰余金）

5,428,495,069 32,274,001 110,295,443 
処分後残高

未 処 分 利
益 剰 余 金

資 本 金

平成３０年度三次市水道事業剰余金処分計算書

前年度末残高

工 事
負 担 金

処分後残高

建設改良積立金の積立

議会の議決による処分額

平成３０年度三次市
（平成３０年４月１日から

資　　本　　剰　　余　　金

受 贈 財 産
評 価 額

剰　

補 助 金
資 本 剰 余
金 合 計

建設改良積立金からの組入

一般会計等出資金の受入

減債積立金からの組入

当年度変動額

当年度末残高

当年度純利益（△純損失）

資 本 金
資 本
剰 余 金

減債積立金の積立

利益積立金の積立

当年度末残高

議会の議決による処分額

－7－



水道事業剰余金計算書
平成３１年３月３１日まで）

394,670,155 163,000,000 40,461,062 162,322,423 760,453,640 6,191,527,710

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

（繰越利益剰余金）

394,670,155 163,000,000 40,461,062 162,322,423 760,453,640 6,191,527,710

0 0 0 △ 52,026,980 △ 52,026,980 △ 22,331,980

0 0 0 0 0 28,666,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 1,029,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 △ 52,026,980 △ 52,026,980 △ 52,026,980

（当年度未処分
利益剰余金）

394,670,155 163,000,000 40,461,062 110,295,443 708,426,660 6,169,195,730

利　　益　　剰　　余　　金

（単位：円）

利 益 剰 余
金 合 計

資 本 合 計
減 債
積 立 金

利 益
積 立 金

　　　　　余　　　　　　　　　　　金

建 設 改 良
積 立 金

未 処 分 利
益 剰 余 金

－8－



(1)

イ 土 地 304,770,127

ロ 建 物 1,737,789,089

減 価 償 却 累 計 額 △ 616,839,176 1,120,949,913

ハ 構 築 物 24,186,379,339

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,046,862,931 17,139,516,408

ニ 機 械 及 び 装 置 5,990,567,772

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,116,537,048 2,874,030,724

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 17,477,351

減 価 償 却 累 計 額 △ 16,500,254 977,097

ヘ 工具・器具及び備品 34,747,979

減 価 償 却 累 計 額 △ 33,010,578 1,737,401

ト 有 形 リ ー ス 資 産 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

チ 建 設 仮 勘 定 329,721,923

有形固定資産合計 21,771,703,593

(2)

イ ダ ム 使 用 権 2,400,430,850

ロ 電 話 加 入 権 10,300

無形固定資産合計 2,400,441,150

固 定 資 産 合 計 24,172,144,743

(1) 1,451,587,739

(2) 172,125,328

△ 2,193,000 169,932,328

(3) 12,039,306

流 動 資 産 合 計 1,633,559,373

資 産 合 計 25,805,704,116

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

（単位：円）

１  固 　 定  　資  　産  

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

２  流 　 動  　資  　産  

平成３０年度三次市水道事業貸借対照表

（平成３１年３月３１日）

資　　産　　の　　部

－9－



(1)

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 8,756,654,206

(2)

イ 修 繕 引 当 金 57,320,000

固 定 負 債 合 計 8,813,974,206

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 718,397,798

(2) 0

(3) 293,286,933

(4)

イ 賞 与 引 当 金 8,845,000

(5) 44,341,918

流 動 負 債 合 計 1,064,871,649

(1) 13,915,789,924

(2) △ 4,158,127,393

繰 延 収 益 合 計 9,757,662,531

負 債 合 計 19,636,508,386

(1) 5,428,495,069

資 本 金 合 計 5,428,495,069

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 8,244,248  

ロ 工 事 負 担 金 18,884,753  

ハ 補 助 金 5,145,000

資 本 剰 余 金 合 計 32,274,001

(2)

イ 減 債 積 立 金 394,670,155

ロ 利 益 積 立 金 163,000,000

ハ 建 設 改 良 積 立 金 40,461,062

ニ 当年度未処分利益剰余金 110,295,443

利 益 剰 余 金 合 計 708,426,660

剰 余 金 合 計 740,700,661

資 本 合 計 6,169,195,730

負 債 資 本 合 計 25,805,704,116

資 本 剰 余 金

企 業 債

長期前受金収益化累計額

そ の 他 流 動 負 債

企 業 債

利 益 剰 余 金

（単位：円）

６　資　　 　本 　　　金

７　剰　　 　余　 　　金

未 払 金

引 当 金

引 当 金

長 期 前 受 金

資　　本　　の　　部

自 己 資 本 金

負　　債　　の　　部

（単位：円）

３　固　　定　　負　　債　　

４　流　　動　　負　　債　　

５　繰　　延　　収　　益

リ ー ス 債 務

－10－



平成３０年度三次市水道事業注記表 

 

１ 重要な会計方針に係る事項 

  ⑴ 資産の評価基準及び評価方法 

ア  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   ・貯蔵品  先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定） 

 ⑵ 固定資産の減価償却の方法 

  ア 有形固定資産 

   ・減価償却の方法   定額法による。(ただし，水道事業の取替資産については取替

法による。) 

   ・主な耐用年数 

    建物       １５～５０年 

    構築物      １０～６０年 

    機械及び装置    ８～２０年 

    車両及び運搬具   ４～  ５年 

        工具・器具及び備品    ５年 

  イ 無形固定資産 

   ・減価償却の方法  定額法による。 

   ・主な耐用年数 

    ダム使用権       ５５年 

⑶ 引当金の計上方法 

ア 退職給付引当金 

・職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職

給付引当金は計上していない。 

イ 賞与引当金 

・職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備える

ため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上し

ている。 

ウ 貸倒引当金 

・債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等により回収不能見込額を

計上している。 

⑷ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２ 貸借対照表等に関する事項 

⑴ 企業債の償還に係る他会計負担見込額 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に

－11－



 

償還予定のものも含む。）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は１，０２９千

円である。 

 ⑵ 賞与引当金の目的使用による取り崩しについて 

 当年度において，期末手当及び勤勉手当及びそれらに係る法定福利費を支給するた

め，賞与引当金８，１６０千円を取り崩した。 

 

３ セグメント情報に関する注記 

報告セグメントが水道事業の単一セグメントのため，記載を省略している。 
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